
年金給付さらに抑制 

保険料も引き上げ 改悪法案を閣議決定 

しんぶん赤旗 2016 年 3 月 12 日(土) 

 政府は１１日、年金給付額の伸びを物価や賃金の上昇分よりも低く抑える「マクロ経済

スライド」の強化を柱とする年金制度改悪法案を閣議決定しました。デフレ時に見送った

年金抑制分を、賃金や物価が上昇した段階でまとめて実施できるルールを２０１８年度か

ら導入します。消費税率１０％への引き上げで物価が上昇しても、年金はほとんど上がら

なくなるなど年金削減を強める内容です。 

 年金は物価・賃金の変動に応じて毎年度改定｡｢マクロ経済スライド」は、少子高齢化に

よる年金財政への影響分（調整率＝１５年度実施は０・９％）を差し引いて支給額を抑え

る仕組みです。ただし、物価上昇が調整率より低い場合は物価上昇分だけを削減し、物価

下落時は下落分だけを削減して調整分は実施しないルールとなっており、これまでは物価

が上がった１５年度しか実施されていません。法案では、未実施の調整分を翌年度以降に

繰り越し、物価上昇時に繰り越し分の調整率を加え、まとめて実施できるように見直しま

す。 

 物価・賃金がともに下がった場合の改定ルールも見直し、物価より賃金変動が大きい場

合、賃金変動にあわせて改定します。低い賃金にあわせて年金を引き下げるねらいです。 

 さらに、保険料を月１００円引き上げて負担増を強いることも盛り込んでいます。 

 年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）については、株式・債券以外の金融商品

への投資や短期資金の貸付などを規制緩和。株式売買を自身で行う「自家運用」など運用

拡大については３年をめどに検討する規定を設け、危険な運用拡大に道を開くことをねら

っています。 

 

解説 

物価スライド停止ねらう 

 安倍内閣が閣議決定した年金制度改定法案は、消費税１０％で物価が上がっても年金は

上げない“物価スライド停止”法案とも呼ぶべき重大な改悪です。 

 年金は、物価が上がると、生活を維持できるように引き上げる「物価スライド」を導入

しています。 

 ２０１７年度から消費税が１０％になると２％近く物価が上がるとみられています。「マ

クロ経済スライド」による年金給付抑制＝「調整率」を１５年度と同じ０・９％と仮定す

れば、現行では差し引き１・１％の引き上げとなります。 

 しかし改悪案では、１７年度に「調整率」が実施できなかったとすると、それが繰り越



され、１８年度の「調整率」とあわせて１・８％の引き下げです。消費税増税で物価が２％

上がっても年金は０・２％しか上がりません。給付総額は約１兆円も消え、家計と経済に

重大な影響を及ぼします。 

 さらに来年度改定のように物価が上昇して賃金が下落した場合、これまでは改定なしだ

ったのが、賃金下落に合わせて削減できるなど改定ルールを見直します。どんな局面でも

年金は上がらず、抑制と削減を徹底することが可能になるのです。 

 政府は、少子高齢化のもとで「制度の持続可能性」を理由にあげますが、国民の生活と

経済が持続できなくなってしまいます。自公政権は２００４年にマクロ経済スライドを導

入したとき「１００年安心」と自画自賛しましたが、破綻は隠しようがありません。 

 国民の年金積立金を株価維持のためにつぎ込み、老後の支えとなるべき年金制度をズタ

ズタに切り裂く―。暮らしの問題でも国民生活を無視した安倍政権の暴走に対して厳しい批

判は免れません。 (深山直人) 

 

 

 



年金改革法案を閣議決定 給付抑制を強化 

産経新聞 2016.3.11 

 政府は１１日、将来世代の年金水準を確保するため、高齢者への給付抑制を強化するこ

とを柱とした年金制度改革関連法案を閣議決定した。 

 

 物価や賃金の伸びよりも年金給付を低く抑える「マクロ経済スライド」はデフレ下で適

用されないが、３０年度からデフレ下で見送った分を翌年度以降に繰り越し、景気が回復

した局面でまとめて給付抑制する。 

 

 従業員５００人以下の企業でも労使合意があれば短時間労働者の厚生年金加入を可能に

する。 

国民年金に加入している女性は出産前後の４カ月間は保険料を免除。 

 

年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）に「経営委員会」を２９年１０月に新設

し、重要事項を合議制で決める。 

 

 

年金改革法案を閣議決定 - 今国会成立見送り 

  マイナビ 2016/03/11 

 政府は１１日、将来世代の年金水準を確保するため、高齢者への給付抑制を強化するこ

とを柱とした年金制度改革関連法案を閣議決定した。審議時間の確保が難しく、夏の参院

選を控え高齢者の反発も予想されるため、与党は今国会では成立を目指さず、次期国会以

降に先送りする方針だ。 

 

 政府は少子高齢化対策として２００４年、物価や賃金の伸びよりも年金給付を低く抑え

る「マクロ経済スライド」を導入したが、デフレ下では適用されないため、１５年度しか

実施していない。 

 

 このルールを１８年度から変える。デフレ下で見送った分を翌年度以降に繰り越し、景

気が回復した局面でまとめて給付抑制する。 

 

年金改革法案を閣議決定 

 Domestic  |  2016 年 03 月 11 日 10:01 JST 

 政府は１１日、将来世代の年金水準を確保するため、高齢者への給付抑制を強化するこ

とを柱とした年金制度改革関連法案を閣議決定した。審議時間の確保が難しく、夏の参院



選を控え高齢者の反発も予想されるため、与党は今国会では成立を目指さず、次期国会以

降に先送りする方針だ。 

 

 政府は少子高齢化対策として２００４年、物価や賃金の伸びよりも年金給付を低く抑え

る「マクロ経済スライド」を導入したが、デフレ下では適用されないため、１５年度しか

実施していない。 

   

 このルールを１８年度から変える。デフレ下で見送った分を翌年度以降に繰り越し、景

気が回復した局面でまとめて給付抑制する。 

 

 

公的年金制度の持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部を改正する法律案 


